















Supplement and Development of Drucker’s Management Theory in 
the 1990s: First half of the transition era towards a knowledge society 
河 野 大 機 
 
はじめに：ドラッカー経営理論についての解釈法 











































込んでいなければならないことである。（Drucker (1995), Chapter 1. 邦訳、第1章。） 
 事業資源は、優先順位にもとづいて極大利用されなければならない。経営体の強味
や能力は、機会の潜在性を経営体の現実や機会に転化させるものである。’64年著『事
業成果管理』での強味の分析と当時同僚のC.K.Prahalad & Gary Hamelの研究によ
って、「中核能力の研究」とされ、その改善・革新・可能性・必要性が解明されるよう
になったとされた。（Drucker (1995), p.43. 邦訳、p.50。） 
 中規模同族経営体の構造化手段には、①無能な同族者は不採用、②トップ層には同
族外の者も採用、③重要職位に同族外の専門家も採用、④諸問題の解決のために外部




産性向上などによっている。（Drucker (1995), p.68. 邦訳、p.80。） 
 ベンチャー・創業〔起業〕経営体の構造化で注意すべきは、初期での市場志向の欠
如、成長期での財務志向や財務政策の欠如、外部の独立した身近な相談相手やトップ・



















































































































営体や知識労働者は関わりをもつべきであると主張した。（Drucker (1992), Chapters 



























（Drucker (1993b)，pp.148-150,160-162， Chapter 19. 邦訳、pp.169-171，181-183。） 
 世界経済の中心が貿易から投資重視さらに経営体関係へと変遷した、と捉えられた。
資金だけでなく知識も基盤となり、世界的に適用され、形態は共同事業・パートナー
















































































































































































































p.447. 邦訳、p.308。（(1993a)，pp.ⅹⅳ, 45. 邦訳、pp.ⅷ, 57。）。また、政府行政事
業において計画的・組織的な廃棄と革新（Drucker (1974), Chapter 14.）、および、継
















(1993b), Chapter 6. 邦訳、第2章。）また、政府行政経営体にも企業の経営監査の公
共版が必要とされている。各歳出項目が公益に真に資するか、公共政策に適合するか
について、評価し判定する機関が、立法府や行政府から独立して必要であるからであ








































的機関として、経営監査が必要とされている。（Drucker (1993a), p.150.邦訳、p.278。） 
 政府行政経営体に特有な目的は、人々に、要請し（command）、遵守（compliance）































にはある。」（Drucker (1990), p.ⅹⅴ. 邦訳、pp.ⅸ-ⅹ, 日本語版序文pp.ⅶ-ⅷ。） 
 非営利経営体は人間･社会の変革機関として捉えられているので、事業の目的は人
間・社会の変革とされている。ただし、人間改革機関としてのサード・セクターには






けられ、企画部門と実働部門の協力が必要とされている。（Drucker (1990), pp.4-10, 
14-15, 54, 68, 108. 邦訳、pp.6-15, 20, 68, 87-88, 134。）なお、非営利経営体の事業構







ム化し、指針を提示することが必要である。（Drucker (1990), pp.157-158, 182. 邦訳、
pp.197-198, 224-225。）なお、成功している非営利経営体の統治面は、企業も学ぶべ







図られる。（Drucker (1990), pp.49, ⅹⅶ, 98，224.邦訳、pp.62-63, ⅹⅷ, 123, 274。














にまですることである。（Drucker (1990), pp.47, 57-58, ⅹⅵ, 100. 邦訳、pp.60, 71-72, 
ⅹⅱ, 127。(1992), p.198. 邦訳、p.304。）） 
 事業組織では、①価値があり働き甲斐があり情熱を維持できる職務を提供すること
（こうしたボランティアあるいは知識労働者問題については、成功している非営利経






れるべきであること、が必要である。（Drucker (1990), pp.40, 150, 33, 117, 115, 125, 





せること、が必要である。（Drucker (1990), pp.175, 157, 160, 177. 邦訳、pp.270-271, 






















う管理技能とくに意思決定技能が必要である（Drucker (1990), pp. 109-111, 195,42, 










pp.158-159. 邦訳、pp.198-199。(1992), pp.176, 178.邦訳、pp.273, 275-278。）。社会
的管理では、各種利害関係者との間で参加的・双方向的・機能的・自立的な関係化が
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